















2000 年までに価格を 1/100 にすることを目標として産官学一体となった研究開発が行われた。 
 1990 年代に入り、系統連系ガイドライン等、導入普及のための環境整備が行われるとともに、住宅用システ
ムを対象とした補助金が導入され、生産量が急増し、導入コストの低減が進行した。2006 年における世界の太
陽電池年間生産量は約 2.5 GW に達し、我が国はその約 40%弱を占める世界最大の太陽電池生産国であるが、
近年、中国・台湾等のアジア新興国の台頭が著しい。累積導入量についても「固定価格買い取り制度」という
強力な普及策で急速に導入量拡大を図るドイツに 2005 年に世界一位の座を明け渡すこととなった。世界全体で















コンで 2.0 年、アモルファスシリコンで 1.1 年、化合物薄膜(CIS)で 0.9 年であり、少なくとも 20～30 年程度と
推定される寿命に比べて十分短く、太陽光発電は LCA の観点からも優れた発電システムである。 
 
５．今後の展望と課題 
 2004 年に作成された研究開発長期ロードマップ(PV2030)では、2030 年における累積導入量として、総電力需
要の 10%程度を賄える 100 GW（1 億 kW）が想定されている。政府のエネルギー政策の基本方針として 2006
年 5 月に作成された「新・国家エネルギー戦略」の 4 本柱の一つの「新エネルギーイノベーション計画」にお
いても、太陽光発電のコストを 2030 年までに既存の火力発電並みにすることが目標として明記されている。更
なる低コスト化と大量導入に向けて、今後も研究開発と普及施策の両面での努力が必要である。 
